
平成年月日 火曜日 (号外特第号)官 報
〇
財
務
省
令
第
二
十
九
号

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法

律
第
四
十
六
号
）
第
六
条
の
二
第
六
項
及
び
第
十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、

法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
租
税
条
約
に
基
づ
く
認
定
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
七
年
三
月
三
十
一
日

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
租
税

条
約
に
基
づ
く
認
定
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
租
税
条
約

に
基
づ
く
認
定
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
六
年
財
務
省
令
第
二
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
二
項
第
一
号
イ
中
「
居
所
」
の
下
に「（
個
人
番
号
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め

の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
）
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
個
人
番
号
を
い

う
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
有
す
る
者
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
、
国
籍
、
住
所
又
は
居
所
及

び
個
人
番
号
）」を
加
え
、「
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
平

成
二
十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
）」を
「
同
法
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
イ
及
び
第
四
号
イ
中
「
居
所
」
の
下
に「（
個
人

番
号
を
有
す
る
非
居
住
者
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
、
国
籍
、
住
所
又
は
居
所
及
び
個
人
番
号
）」を
加
え
、
同
項
第
五
号
イ

中「（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す

る
個
人
番
号
を
い
う
。
次
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
削
り
、
同
条
第
四
項
中
「
す
べ
て
」
を
「
全
て
」
に
改
め

る
。第

三
条
第
二
項
第
一
号
中
「
が
法
人
番
号
」
を
「
が
個
人
番
号
を
有
す
る
非
居
住
者
又
は
法
人
番
号
」に
、「
、
名
称
、

本
店
又
は
」
を
「
、
氏
名
、
国
籍
、
住
所
若
し
く
は
居
所
及
び
個
人
番
号
又
は
名
称
、
本
店
若
し
く
は
」
に
改
め
る
。

附

則

１

こ
の
省
令
は
、
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二

十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
）
附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

第
三
条
の
十
八
第
一
項
第
二
号
中
「
所
得
税
法
第
百
六
十
四
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
」
を

「
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
所
得
税
法
第
百
六
十
四
条
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
」
を

「
恒
久
的
施
設
を
有
し
な
い
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
法
人
税
法
第
百
四
十
一
条
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に

掲
げ
る
」
を
「
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
」
に
、「
同
法
」
を
「
法
人
税
法
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
第
一
号
中
「
法
人

番
号
」
を
「
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
」
に
、「
名
称
、」を
「
氏
名
又
は
名
称
、」に
改
め
、同
条
第
三
項
第
二
号
中「
法

人
番
号
」
を
「
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
」
に
、「
有
す
る
外
国
法
人
」
を
「
有
す
る
非
居
住
者
又
は
外
国
法
人
」に
、

「
名
称
、」を
「
氏
名
又
は
名
称
、」に
改
め
、
同
条
第
七
項
及
び
第
八
項
中
「
第
三
条
第
七
項
」
を「
第
三
条
第
六
項
」

に
改
め
、
同
条
第
十
項
中
「
法
人
税
法
第
百
四
十
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
」
を「
恒
久
的
施
設
を
有
し
な
い
」に
、「
同

法
第
二
条
第
八
号
」
を
「
法
人
税
法
第
二
条
第
八
号
」
に
改
め
、
同
条
第
十
二
項
第
一
号
中
「
法
人
番
号
」
を
「
個

人
番
号
又
は
法
人
番
号
」
に
、「
名
称
、」を
「
氏
名
又
は
名
称
、」に
改
め
、
同
条
第
十
六
項
中
「
第
三
条
第
十
五
項
」

を
「
第
三
条
第
十
四
項
」
に
、「
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
」
を
「
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号

に
定
め
る
」
に
改
め
、
同
項
各
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一

個
人
番
号
を
有
す
る
者

官
公
署
か
ら
発
行
さ
れ
、
又
は
発
給
さ
れ
た
書
類
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の

（
特
定
振
替
機
関
等
の
営
業
所
等
の
長
又
は
適
格
外
国
仲
介
業
者
の
特
定
国
外
営
業
所
等
の
長
に
提
示
す
る
日

前
六
月
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。）及
び
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号

の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る
通
知
カ
ー
ド
及
び
個
人
番
号
カ
ー
ド
並
び
に
情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
特
定
個
人
情
報
の
提
供
等
に
関
す
る
省
令
（
平
成
二
十
六
年
総
務
省
令
第
八
十
五
号
）
第

十
五
条
に
規
定
す
る
還
付
さ
れ
た
通
知
カ
ー
ド
又
は
同
令
第
三
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
還
付
さ
れ
た
個
人

番
号
カ
ー
ド

二

法
人
番
号
を
有
す
る
者

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
書
類

イ

法
人
番
号
通
知
書
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法

律
施
行
令
（
平
成
二
十
六
年
政
令
第
百
五
十
五
号
）
第
三
十
八
条
（
同
令
第
三
十
九
条
第
四
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
通
知
に
係
る
書
面
を
い
い
、
外
国
法
人
の
名
称
、
本
店
又
は
主
た
る

事
務
所
の
所
在
地
（
当
該
外
国
法
人
が
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
外
国
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
同

号
に
定
め
る
場
所
。
ロ

及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。）及
び
法
人
番
号
の
記
載
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
ロ

に
お
い
て
同
じ
。）で
、
特
定
振
替
機
関
等
の
営
業
所
等
の
長
又
は
適
格
外
国
仲
介
業
者
の
特
定
国
外
営
業
所

等
の
長
に
提
示
す
る
日
前
六
月
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
（
当
該
外
国
法
人
が
適
格
外
国
証
券
投
資
信
託
の

受
託
者
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
法
人
番
号
通
知
書
及
び
そ
の
受
託
を
し
た
各
適
格
外
国
証
券
投
資

信
託
の
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
十
項
に
規
定
す
る
目
論
見
書
又
は
こ
れ
に
類
す
る
も
の
）

〇
財
務
省
令
第
三
十
号

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
十
号
）、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
平
成
二
十
七
年
法
律
第
九
号
）
及
び
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
二
十
七
年
政
令

第
百
四
十
八
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
同
令
附
則
、
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）、

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
四
十
三
号
）
及
び
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
（
平
成
二
十
五
年
政
令
第
百
六
十
九
号
）
附
則
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
同
法
及
び
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令

を
実
施
す
る
た
め
、
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
七
年
三
月
三
十
一
日

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
大
蔵
省
令
第
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
章
（
第
十
一
条
の
三
第
十
四
項
を
除
く
。）中
「
国
内
に
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
非
居
住
者
」
を
「
恒
久
的
施

設
を
有
す
る
非
居
住
者
」
に
、「
国
内
に
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
」
を「
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
」

に
改
め
る
。

第
三
条
の
十
七
の
二
第
十
項
中
「
第
十
九
条
の
十
の
四
第
十
項
第
一
号
」
を
「
第
十
九
条
の
十
の
四
第
十
一
項
第

一
号
」
に
改
め
る
。

２

改
正
後
の
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ

く
租
税
条
約
に
基
づ
く
認
定
に
関
す
る
省
令
第
二
条
第
二
項
及
び
第
三
条
第
二
項
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の

日
以
後
に
提
出
す
る
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律

第
六
条
の
二
第
六
項
の
申
請
書
又
は
同
条
第
十
一
項
の
書
類
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
提
出
し
た
同
条
第
六
項

の
申
請
書
又
は
同
条
第
十
一
項
の
書
類
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

〇
財
務
省
令
第
二
十
八
号

国
税
通
則
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
七
十
四
条
の
九
第
六
項
並
び
に
国
税
通
則
法
施
行
令
（
昭
和

三
十
七
年
政
令
第
百
三
十
五
号
）
第
二
十
九
条
第
二
項
第
一
号
ロ
及
び
ニ
の
規
定
に
基
づ
き
、
国
税
通
則
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
七
年
三
月
三
十
一
日

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

国
税
通
則
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

国
税
通
則
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
七
年
大
蔵
省
令
第
二
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
一
条
の
二
中
「
の
税
務
代
理
権
限
証
書
」
の
下
に「（
次
項
に
お
い
て
「
税
務
代
理
権
限
証
書
」
と
い
う
。）」
を

加
え
、「
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る
」
を
削
り
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

法
第
七
十
四
条
の
九
第
六
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
税
務
代
理
権
限
証
書
に
、
当
該
税
務
代

理
権
限
証
書
を
提
出
す
る
者
を
同
項
の
代
表
す
る
税
務
代
理
人
と
し
て
定
め
た
旨
の
記
載
が
あ
る
場
合
と
す
る
。

第
十
一
条
の
二
を
第
十
一
条
の
三
と
す
る
。

第
十
一
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
納
税
管
理
人
で
な
く
な
る
事
由
等
）

第
十
一
条
の
二

令
第
二
十
九
条
第
二
項
第
一
号
ロ
（
還
付
金
に
係
る
決
定
等
の
期
間
制
限
の
起
算
日
等
）
に
規
定
す

る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
由
は
、
納
税
管
理
人
が
破
産
手
続
開
始
の
決
定
又
は
後
見
開
始
の
審
判
を
受
け
た
こ
と
と

す
る
。

２

令
第
二
十
九
条
第
二
項
第
一
号
ニ
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
由
は
、
税
務
代
理
人
（
法
第
七
十
四
条
の

九
第
三
項
第
二
号
（
納
税
義
務
者
に
対
す
る
調
査
の
事
前
通
知
等
）
に
規
定
す
る
税
務
代
理
人
を
い
う
。
次
条
に
お

い
て
同
じ
。）が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
。

一

破
産
手
続
開
始
の
決
定
又
は
後
見
開
始
の
審
判
を
受
け
た
こ
と
。

二

税
理
士
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
三
十
七
号
）
第
二
十
六
条
第
一
項
各
号
（
登
録
の
抹
消
）
の
い
ず
れ

か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
こ
と
。

三

税
理
士
法
第
四
十
三
条
（
業
務
の
停
止
）
の
規
定
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
こ
と
、
同
法
第
四
十
五
条
（
脱

税
相
談
等
を
し
た
場
合
の
懲
戒
）
若
し
く
は
第
四
十
六
条
（
一
般
の
懲
戒
）
の
規
定
に
よ
る
税
理
士
業
務
の
停
止

の
処
分
を
受
け
た
こ
と
又
は
同
法
第
四
十
八
条
の
二
十
第
一
項
（
違
法
行
為
等
に
つ
い
て
の
処
分
）
の
規
定
に
よ

る
業
務
の
停
止
を
命
ぜ
ら
れ
た
こ
と
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
七
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。


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